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第１号様式（第 6条関係） 

令和   年   月    日  

 

 那 覇 市 長 宛 

 

団体所在地 那覇市○○ ○－○－○ ○○ビル○○号 

団体名称  那覇○○○○会 

代表者職氏名 会長 那 覇 太 郎  印 

担当者氏名 真和志 太郎 

電話番号  ○○○－○○○○  

                                   （代表者印） 

 

 

那覇市地域福祉基金事業補助金交付申請書  

 

 

 みだしのことについて、下記の事業を実施したいので、補助金を交付してくださるよう関係書

類を添えて申請します。 

 

記 
 

１ 事 業 名 福祉ボランティア養成事業 
 

２ 交付申請額 金 ５ ０ ０ ,０ ０ ０ 円 
 

３ 添付書類 (1) 那覇市地域福祉基金事業補助金交付事業計画書（別紙１） 

(2) 那覇市地域福祉基金事業補助金交付事業収支予算書（別紙２） 

(3) 団体の当該年度事業計画書 

(4) 団体の当該年度収支予算（見込）書 

(5) 団体の前年度収支予算決算書 

(6) 団体の定款又は会則 

 

 

※①申請書についての注意事項 

Ａ：代表者はお１人のみです。代表者印は上の記入例のような印又は代表者の私印とし、団体名

称のみの印（例：「～会之印」）は不可です。 

また、以後の提出書類や請求書等の印鑑は、すべて同一の代表者印でお願いします。 

Ｂ：補助要望額は、｢収支予算見込書(別紙２)｣の｢補助要望額Ｆ｣と一致します。 

「３添付書類」の(3)～(5)は、団体の様式で可。 

①申請書の記入例 

那
覇
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別紙１（第１号様式添付書類） 
 

那覇市地域福祉基金補助事業計画書  

団

体

の

概

要 

団 体 名 那覇○○○○会  

所在地・連絡先 

〒○○○－○○○○  電話  ○○○－○○○○  

那覇市○○ ○－○－○ ○○ビル○○号 

 （事務担当 真和志 太郎） 

代表者氏名  会長  那 覇 太 郎 

設立年月日 平成 12 年４月１日 会員数 ４５人 職員数 ２人 

活動内容 

1.当団体は那覇市民の福祉向上のため・・・・ 

2.・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

3.・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

直近３年間に 

受けた補助金 

・あけもどろ福祉基金(公益信託).｢令和元年度〇〇〇事業｣ 

・那覇市 NPO活動支援基金(公益信託).｢令和 3年度△△事業｣ 

補

助

金

交

付

を

申

請

す

る

事

業 

事業名  福祉ボランティア養成事業 

事業の種類 那覇市地域福祉基金事業補助金要綱第３条第１項第( ３  )号) 

事業期間 令和６年  ７月  15 日～令和７ 年  ２月  28 日 

事業の目的 

及び内容 

1.福祉ボランティアの技能向上を・・・・・・ 

2.・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

3.・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

事業の実施体制 広報担当 1名、事務担当 2名（兼務）の計 3名で実施 

期待される 

市民への効果 

1.会員のみならず、広く市民に・・・・・・・ 

2.・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

3.・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

他の助成の有無 
・公的助成 （有・無） 

・民間助成 （有・無） 〇〇生命助成金 5万円 

経費及び内訳 別紙２ 「那覇市地域福祉基金事業補助金交付事業収支予算見込書」のとおり 

（記入の際の注意事項） 

注１：事業毎に事業計画書を作成してください。 

注２：団体の活動内容を補足する資料があれば添付してください。 

注３：「直近３年間に受けた補助金」は、令和元年度～令和 3 年度に受けた補助金の名称・交付者・実施

事業名を記入してください。 

注４：「事業の種類」は、交付要綱第３条の中から該当する事業種類を選んで記入してください。 

注５：「事業の実施体制」は、申請事業を実施する場合の人員体制を記入してください。 

注６：「他の助成の有無」は、申請事業に関する助成についてご記入ください。 

注７：当該事業の説明を補足する資料（チラシや見積書等）を添付してください。 

②事業計画書の記入例 
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別紙２（第１号様式添付書類） 

那覇市地域福祉基金補助事業収支予算書  

事業名   福祉ボランティア養成事業 
 

補助金 

所要額 

算出表 

補助事業に要する 

経費の合計額「Ａ」 

補助対象経費の合計額「Ｂ」 事 業 実 施 に 伴 う  

会費等の収入額「Ｃ」 

550,000 円  541,000 円  30,000 円  

団体自己負担金「Ｄ」 
差引額「Ｅ」 

（＝「Ｂ」－「Ｃ」－「Ｄ」） 

補助申請額 Ｆ 

（50万円以下） 

11,000 円  500,000 円  500,000 円  
 

収 

 

入 

項 目 予算額（円） 内 訳 

会費等の収入「Ｃ」 30,000 参加費(教材費)1人 600円×50名 

団体自己負担金 20,000 うち補助金対象外経費「Ｇ」9,000円 

地域福祉基金事業補助金

「Ｆ」 500,000  

収 入 計 550,000  

 

支  

 

出  

 項 目 予算額（円） 内 訳 

補  

助  

対  

象  

経  

費  

謝礼金（講師謝礼金） 

 

 

 

旅費 

 

 

 

消耗品費 

 

印刷製本費 

 

通信運搬費 

 

筆耕翻訳料 

 

使用料 

74,000 

 

 

 

130,410 

 

 

 

54,000 

 

105,510 

 

64,080 

 

50,000 

 

63,000 

講師 2人(県外教授1人､県内福祉士2人･･･) 

・教授 1時間 8,000円×2時間×1回 

・福祉士 1 時間 3,000 円×2 時間×3

回・・・ 

・教授(航空賃(関空⇔那覇)60,000円 

日当、宿泊料、電車賃・・・) 

・福祉士（往復バス賃 760円×3回） 

 

筆記用具、印刷用紙(A4･400 枚)・・・ 

 

ﾃｷｽﾄ 70冊 60,000円、ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ・・・・ 

 

案内用ﾊｶﾞｷ 50円×60枚、電話料金・・ 

 

手話通訳(2時間×6回)・・・・・・ 

 

会場(○○ｾﾝﾀｰ)3時間×6回・・・・ 

補助対象経費合計＝「Ｂ」 541,000  

 
補助対象経費以外の経費合計

「Ｇ」 
9,000 懇親会費用 

 支 出 計＝「Ａ」 550,000 (補助対象経費合計)＋(補助対象経費以外の経費合計) 

注１ 事業毎に予算書を作成してください。上記に入らない場合は、別紙に記入してもかまいません。 

注２ 「会費等の収入」欄の内訳には、事業実施に伴う寄附金、会費等の収入の内訳を記入してください。 

注３ 支出の項目欄には那覇市地域福祉基金事業補助金交付要綱別表の各項目(講師謝礼金､消耗品費等)毎に記入

し、内訳の欄には項目毎の予算額の積算根拠、数量等を詳しく記入してください。 

③収支予算書の記入例 

Ｃ 
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※③収支予算書の注意事項について（３ページの   ～   について） 
 

Ａ：事業実施にかかるすべての経費の合計額をご記入ください。 
 

Ｂ：「Ａ」の額の内、補助対象経費（下記Ｋを参照）の合計額をご記入ください。 
 

Ｃ：事業実施に伴って集める会費（教材費等）や寄附金・入場料があれば、それらの合計

額のうち補助対象経費に充てる金額をご記入ください（寄附金等がない場合は０円）。 
 

Ｄ：団体自己負担金のうち、補助対象経費に充てる金額をご記入ください｡ 
 

Ｅ：「Ｂ」の額から「Ｃ」「Ｄ」の額を差し引いた額（「Ｂ」－「Ｃ」－「Ｄ」）をご記入く

ださい。 
 

Ｆ：「Ｅ」の額以内で、補助金申請額をご記入ください。 

 

Ｇ：事業実施に伴って集める会費（教材費等）や寄附金、入場料があれば、それらの合計

額をご記入ください。 
 

Ｈ：団体自己負担金の合計額をご記入ください（補助対象経費・補助対象外経費両方）。 
 

Ｉ：「Ｆ」（補助金申請額）をご記入ください。 
 

Ｊ：収入合計（「Ｇ」＋「Ｈ」＋「Ｉ」）＝「Ａ」（事業実施にかかるすべての経費合計額）と

なります。 

 

Ｋ：下記の補助対象経費項目毎にご記入ください。 

 

補助対象経費 

１ 謝礼金（講師謝礼金、委員謝礼金） 

  外部講師については時給１万円、内部講師については時給３千円を限度額とす

る。 

２ 報償費 

３ 旅 費（費用弁償、普通旅費） 

  合理的経路を用いて要する公共交通機関等交通費の実費相当額。 

４ 需用費（消耗品費、燃料費、食糧費、印刷製本費、食材費、原材料費） 

  食糧費については１人あたり飲料代 200円、食事代 600円以内とし、懇親会に

対する費用は対象外とする。 

５ 役務費（通信運搬費、広告料、手数料、筆耕翻訳料） 

６ 委託料 

７ 使用料及び賃借料（家賃を除く。） 

８ 備品購入費 

  事業実施に必要不可欠な消耗品以外の物品購入費用。 

９ その他経費（上記以外に地域福祉基金補助事業の趣旨に沿うもので市長が特に

必要と認めるもの） 

 

 

Ｌ：各経費の項目毎の予算額をご記入ください。 
 

Ｍ：Ｌ（予算額）の内訳を詳しくご記入ください。 

 

 
 

Ａ Ｐ 



5 

 

Ｏ：「Ｇ」補助対象経費以外の経費（事業にかかる経費がすべて補助対象経費の場合は、０円。） 
 

Ｐ：「Ｂ」＋「Ｇ」（事業実施にかかるすべての経費合計額）＝「Ａ」(支出計)となります。 


